
別紙２
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 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

環境保全審議会等運営費 ○ S44 42 1 ○ 758 0 0 758 ○ ○ 0

一般管理運営費 ○ S45 41 2 ○ 855 0 0 855 ○ ○ ○ ○ 0

環境教育・活動推進事業 ○ ○ H6 17 5 ○ 7,690 0 0 7,690 ○ ○ ○ ○ ○ 0

ふくいの水ブランド化推進事業 ○ H17 6 1 ○ 880 0 0 880 ○ ○ ○ ○ ○ 0

地球温暖化ストップ県民運動「LOVE・アース・ふくい」の推進 元気な県政 ○ H12 11 1 ○ 1,262 0 1,252 10 ○ ○ ○ ○ 0

環境ふくいＣＯ２削減貢献事業 元気な県政 ○ H21 2 1 ○ 3,494 0 0 3,494 ○ ○ 0

クルマ利用適正化推進事業 元気な県政 ○ H21 2 1 ○ 2,132 0 0 2,132 ○ ○ ○ △ 1,373

地球温暖化防止地域計画策定事業 元気な県政 ○ H22 1 ○ 7,072 3,864 0 3,208 ○ △ 2,215

次世代（省エネ）自動車導入促進事業 元気な県政 ○ ○ H21 2 2 ○ 20,561 0 10,195 10,366 ○ ○ ○ ○ △ 5,000

太陽光発電・省エネ設備導入促進事業 元気な県政 ○ H21 2 2 ○ 117,323 0 50,000 67,323 ○ 0

環境情報総合処理システム事業 ○ H10 13 1 ○ 1,949 0 0 1,949 ○ ○ ○ ○ 0

環境マネジメントシステム事業 ○ H11 12 1 ○ 163 0 0 163 ○ ○ ○ ○ 0

水質監視調査事業 ○ S46 40 3 ○ ○ 14,979 0 0 14,979 ○ ○ ○ ○ 0

工場排水取締強化事業 ○ S46 40 1 ○ 1,047 0 0 1,047 ○ ○ ○ 0

湖沼水質保全対策事業 ○ H17 6 2 ○ 2,566 1,978 0 588 ○ ○ ○ 0

大気汚染常時監視測定 ○ S49 37 1 ○ 94,155 0 0 94,155 ○ ○ ○ ○ ○ 0

発生源指導監視事業 ○ S52 34 2 ○ 2,414 0 0 2,414 ○ ○ ○ ○ 0

酸性雨監視調査事業 ○ H4 19 1 ○ ○ 1,253 1,167 0 86 ○ ○ 0

アスベスト対策事業 ○ H17 6 2 ○ ○ 11,445 0 10,000 1,445 ○ ○ ○ ○ 0

有害化学物質環境汚染防止対策事業 ○ H元 22 6 ○ ○ 52,823 35,456 0 17,367 ○ ○ ○ ○ ○ 0

自動車騒音監視事業 ○ H13 10 1 ○ 4,066 0 0 4,066 ○ ○ ○ 0

環境保全基金事業 ○ H2 21 1 ○ 1,500 0 1,500 0 ○ ○ ○ 0

民間事業所省エネ化推進事業 元気な県政 ○ H22 1 ○ 26,507 0 26,481 26 ○ 0

市町グリーンニューディール基金事業補助金 元気な県政 ○ H22 1 ○ 111,230 0 111,230 0 ○ 0

26 20 6 0 41 22 6 488,124 42,465 210,658 235,001 5 9 2 4 5 3 1 1 4 7 4 1 2 4 0 1 0 21 0 3 0 0 0 0 0 △ 8,588

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井新元気宣言
における位置付け

活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

平成
２２年度
予算額

 財源内訳同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

一般会計

平成22年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）環境政策課

会計区分

課・室名

成果指標1結果分類



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ S44 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 42 年 □

18年度  19年度 20年度 21年度

3,465 3,415 3,494 3,200

538 1,975 1,313 2,267

214 871 488 1,373

0 2 0 1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

・環境審議会（環境の保全に関する基本的な事項の審議）
　　　平成６年８月１日設置（平成１４年２月１日統合）
　　　委員　一般２５名、特別６名

・公害審査会（公害紛争についてのあっせん、調停、仲裁）
　　　昭和４６年１１月１日設置
　　　委員１２名

環境保全審議会等運営費 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

事      業      名 国　庫

県　単

　環境保全に関する重要事項について、知事の諮問に応じ調査審議しており、その意見等を環境
保全のための施策に活かしている。

　環境問題が複雑多様化している中、環境全般にわたって審議する環境審議会等の役割はますま
す重要となっており、継続して、幅広い分野の専門家から意見を聞くことが必要である。
　近年の開催状況を考慮し、経費の縮減に努めていく。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 758

自然環境保全審議会と統合（平成１４年２月）
福井臨工公害審査委員会を廃止（平成２０年３月）

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

事業効果

の推移 成果

指標

環境審議会の開催回数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

148.1%

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

平均伸び率

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

△ 4.4%

59.9%

安全環境 環境政策

一般会計
特別会計

結果分類

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

環境計画推進

評価に基

づく今後

の 対 応

完　　了□

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

758

区　　　　　　分

目標数値を設定するのが困難なため特記事項に記載

□

□

千　円

休　　止

整理統合

特　記　事　項

　環境基本法等の法令に基づき、本県環境の保全に関する事項を調査、審査するこ
とを目的に設置されており、環境保全上重要な案件の審議を行っている。

■

□ 終期の見直し

Ⅳ

見　直　し　額

そ の 他廃　　止

△ 50.0%

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

□□

[事業の評価]

758

（単位：千円）

〕　　　＝　　　〔

0

企業会計
会計区分

その他

［事業内容］

指標

[事業目的]

環境の保全に関する基本的な事項を調査、審査する。

[予算額および指標の推移等]

22年度

2,878

－１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

2 □ ■ S45 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 41 年 □

18年度  19年度 20年度 21年度

900 885 880 860

900 885 880 860

899 885 870 855

10,000 10,000 ― ―

67 69 73 75

5,269 5,066 5,842 5,858

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

広域的な連携により環境問題に取り組み、環境への負荷が少ない循環型社会の構築を目指す。

・北陸環境共同キャンペーン事業
　　実施主体　北陸環境共生会議（構成団体：福井県、石川県、富山県、北陸経済連合会）
　　内容　　　「環境と経済の統合」に関する交流事業、北陸企業の環境技術・製品事例調査、次世代自動車の展示・試乗会、３県環境フェア等にリサイクル認定製品を出展
・環境行政に関する全国協議会等の負担金

[予算額および指標の推移等]

22年度

855

855

855

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

〕　　　＝　　　〔

―

Ⅱ

千　円

□

□

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

Ⅱ

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

完　　了所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減

指標

□

リサイクル製品販売実績（百万円）

■

事業開始後の見直し状況

3.8%

3.9%

区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

一般管理運営費 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

△ 1.3%

△ 1.3%

△ 1.2%

国　庫

県　単

その他

（単位：千円）

0.0%

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

環境計画推進安全環境 環境政策

Ⅱ

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

結果分類

特　記　事　項

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動 啓発リーフレットの作成

の推移 リサイクル製品認定数成果

平均伸び率

　地球温暖化や廃棄物の増大等、今日の複雑多様化する環境問題に対しては、県独自の取組みに
加え、北陸地域が一体となった広域的な産官のネットワークによる取組みが重要である。

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

855

　団体、企業等の環境保全に関する取組みの実態および行政への要望等を把握し、県として特色
のある施策を打ち出していく。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 855

環境白書を標準経費に見直し（１４年度）
北陸環境共生会議へ参加（１５年度）
環境と経済の統合に関する交流事業を実施（１６年度）
広域連携分科会の設置（１８年度）

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

－２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

4 □ ■ H6 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 17 年 □

18年度  19年度 20年度 21年度

5,397 2,078 2,342 13,614

4,686 2,857 1,729 8,892

4,045 1,743 785 7,840

19 18 15 48

50

946 1,004 741 1,898

965

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

・環境アドバイザーの派遣（H6～）
・環境ふくい推進協議会への負担金（H21～）
・環境ファアの開催（Ｈ21～）
・ふくいエコ活動応援事業（Ｈ21～）
・地域と共動した子ども自然体験推進事業（Ｈ21～）

環境教育・活動推進事業 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

事      業      名 国　庫

県　単

　環境アドバイザーの派遣だけをみても、毎年一定回数の地域での環境保全活動（環境学習会）
が行われている。

　県民の環境に対する問題意識が高まってきていると思われる。引き続き、地域の環境資源等を
活用しながら、環境保全活動を支援していく。
　環境アドバイザー事業、ふくいエコ活動応援事業については、実績を考慮し経費の縮減に努め
る。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 7,690

・環境アドバイザーの講師の充実

財源内訳

子ども自然体験(船乗り)の体験人数

計 画 の 達 成 状 況

事業効果

の推移

子ども自然体験(船乗り)の実施学級数

アドバイザー派遣学習会参加者数成果

指標

アドバイザー派遣回数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

262.3%

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

44.0%

平均伸び率

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

102.5%

80.6%

安全環境 環境政策

一般会計
特別会計

結果分類

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

環境計画推進

評価に基

づく今後

の 対 応

完　　了□

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

7,690

区　　　　　　分

1,247

865 20.4%

29.2%

□

□

千　円

休　　止

整理統合

特　記　事　項

■

□ 終期の見直し

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

見　直　し　額

そ の 他廃　　止

38.6%

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

□□

[事業の評価]

7,690

（単位：千円）

〕　　　＝　　　〔

27

72

Ⅰ

企業会計
会計区分

その他

［事業内容］

指標

[事業目的]

あらゆる世代・機会を通じて、体系的な環境教育・環境学習を推進する。

[予算額および指標の推移等]

22年度

10,572

－３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H17 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 6 年 □

18年度  19年度 20年度 21年度

12,941 5,000 1,940 902

6,657 5,651 1,940 902

6,441 4,933 1,864 469

0 44 0 0

3 4 5 19

35 44 44 44

3 4 4 4

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業目的]

事　業
開　始
年　度

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

本県の恵まれた水資源を保全・活用することにより、本県の水資源の認知度を高める。

法定受託事務

国　庫

［事業内容］

事      業      名

22年度

880

880

[予算額および指標の推移等]

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

その他

認定に向けた調査

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

Ⅳ

Ⅰ

Ⅰ

（新聞や雑誌、パンフレットへの掲載件数）

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止
評価に基

づく今後

の 対 応

平成22年度予算額

880

終期の見直し

△ 40.9%

特　記　事　項

平成２０年１１月に策定した福井県環境基本計画における１０のプロジェクトの１つ

見　直　し　額

6

そ の 他廃　　止

□

□□ 整理統合

完　　了□■

千　円

□

計 画 の 達 成 状 況

　認定した「ふくいのおいしい水」や本県水環境の良さを効果的な手法を用いて県内外にPRする
ことにより、水関連商品の販路拡大等を図り、ブランド力の向上を図っていく。

その他特定財源

一　般　財　源 880

名水を活かした地域づくり推進事業（Ｈ17～19）

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

　情報誌や特産品コレクションへの掲載、観光物産展等の各種イベントを活用し、積極的に情報
発信を行った。

国　　　　　庫

□

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

ふくいの水ブランド化推進事業 含まれる事業数

89.8%

8.1%

20.8%新聞、雑誌、観光パンフ等への掲載 6

47

23

「ふくいのおいしい水」認定発信事業（Ｈ17～）

△ 44.6%

△ 34.2%

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

安全環境 環境政策部

実行予算

補 助 金

そ の 他

環境計画推進

（単位：千円）

県　単

△ 53.5%

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

平均伸び率

結果分類

事業効果

の推移

イベント等における広報

認定、活用件数成果

区　　　　　　分

指標

指標

－４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H12 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 11 年 □

18年度  19年度 20年度 21年度

586 2,122 4,525 2,334

557 4,093 3,423 2,334

557 3,620 3,158 2,129

1,040 1,022 1,005 1,127

12,095 10,402 13,733 10,063

9,121 9,107 8,713 未集計

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

事業終了
予定年度

経過年数

70.3%

［事業内容］

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

「LOVE・アース・ふくい」の普及促進（「環境協定」の締結促進等）
「LOVE・アース・ふくい」への参加登録推進（「エコ宣言」の登録促進）
地球温暖化防止活動員(アースサポーター)の活動支援

結果分類

（平成17年度は「家族大作戦」として実施）

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

その他

4.2%

事務区分

[事業目的]

　日常生活（Life）、事業活動（Office）、自動車利用（Vehicle）、環境教育(Education)の分野において、地球温暖化防止の活動の輪を広げる県民運動として「LOVE・アース・ふくい」を推進する。

22年度

1,262

1,262 135.2%

整理統合

〕　　　＝　　　〔

1,220

10,292

Ⅱ

Ⅲ

Ⅲ

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止□

千　円

　

特　記　事　項

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

□

□

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

■
評価に基

づく今後

の 対 応

完　　了

平成22年度予算額

1,262

区　　　　　　分

２０１０年度（平成２２年度）目標　8,570千トン／年△ 2.2%

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

安全環境 環境政策 エコライフ推進

法定受託事務

168.2%

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

△ 1.6%

平均伸び率

「わが社のエコ宣言」事業所増加数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

計 画 の 達 成 状 況

事業効果

の推移

「わが家のエコ宣言」家庭増加数

温室効果ガス排出量成果

指標

指標

　「エコ宣言」数は着実に増加しており今年度末までの目標（わが家：50,000世帯、わが社：
5,000事業所）を達成できる見込み、。平成20年度の温室効果ガス排出量は、基準となる平2年度
に比べて1.3％減少、前年度（平成19年度）に比べて4.3％減少している。

　地球温暖化防止ストップ県民運動「LOVE・アース・ふくい」等の事業を引き続き実施する。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

1,252

10

財源内訳

□

事　業
開　始
年　度

事      業      名

元気な県政

夢と誇りのふるさとづくり

国　庫

県　単

地球温暖化ストップ県民運動「LOVE・アース・ふくい」の推進 含まれる事業数

－５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ □ H21 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ ― 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

18年度  19年度 20年度 21年度

3,473

3,473

2,140

8

4,055

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

結果分類
0.6%

法定受託事務

事務区分

[事業目的]

　カーボンオフセットのために提供される資金を、県内のCO2削減対策等の環境貢献活動へ有効に活用することにより、県内における地球温暖化防止活動を促進させる本県独自の地球温暖化防止活動の仕
組みを展開する。

22年度

・県内の企業や団体、個人からカーボン・オフセットのために提供される資金を県内で実施されるCO2削減等の事業に提供
・県の行うイベントにより発生するCO2の一部について、県自らもオフセットを行う。

［事業内容］

　

平均伸び率

〕　　　＝　　　〔

13 Ⅰ62.5%

□ 縮　　減

休　　止

整理統合

■

千　円見　直　し　額

□

完　　了

特　記　事　項

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

□□

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

3,494

区　　　　　　分

　オフセット元の募集は通年で行ない、各種イベント、ホームページ等で周知している。また、
資金提供をいただいた団体等を積極的にPRすることで、資金提供を行うメリットを創出するよう
工夫している。

評価に基

づく今後

の 対 応　今後も、オフセット元への資金提供を積極的に働きかけていく。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

指標

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 3,494

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

安全環境 環境政策 エコライフ推進部

事業終了
予定年度

0.6%

実行予算

補 助 金 経過年数

そ の 他その他

3,494

3,494

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

□

オフセット先の件数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

の推移 オフセット先への資金提供額成果

指標事業効果

環境ふくいＣＯ２削減貢献事業 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

事      業      名

元気な県政

夢と誇りのふるさとづくり

国　庫

県　単

－５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H21 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

18年度  19年度 20年度 21年度

2,410

2,410

1,986

150

10,191

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

事業終了
予定年度

経過年数

△ 11.5%

［事業内容］

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

・「愛の相乗り運動」の推進
・「みどりの自転車」の活用
・自動車走行距離削減運動の展開
・自動車年間平均走行距離データの活用

結果分類

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

その他

△ 60.0%

事務区分

[事業目的]

公共交通機関や自転車等への転換を促すことにより、自動車の利用を減らし、車に頼り過ぎない環境負荷の少ない交通対策を推進する。

22年度

2,132

2,132 △ 11.5%

整理統合

〕　　　＝　　　〔

60 Ⅳ

Ⅱ

見　直　し　額 △ 1,373

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止□

千　円

　

特　記　事　項

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

□

□

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

□
評価に基

づく今後

の 対 応

完　　了

平成22年度予算額

2,132

区　　　　　　分

10,351 1.6%

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

安全環境 環境政策 エコライフ推進

法定受託事務

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

■拡　　充

継　　続

平均伸び率

みどりの自転車の整備台数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

計 画 の 達 成 状 況

事業効果

の推移 本県の自動車年間平均走行距離(Km)成果

指標

指標

　不用自転車を有効活用することで、自転車を利用する習慣の復活を目指すとともに、｢自転車利
用の減少によるCO2削減」、｢ごみの減量化｣なども図ることができる。

　みどりの自転車の配備先の見直しにより、活用運動の拡大を図る。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 2,132

財源内訳

□

事　業
開　始
年　度

事      業      名

元気な県政

夢と誇りのふるさとづくり

国　庫

県　単

クルマ利用適正化推進事業 含まれる事業数

－５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 ■ ■ H22 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 22 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □

18年度  19年度 20年度 21年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

県　単

財源内訳

検討委員会の開催(5回程度)
環境交流しているドイツ・ザクセンアンハルト州の先進事例を調査し、本県施策に反映

地球温暖化防止地域計画策定事業 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

事      業      名

元気な県政

夢と誇りのふるさとづくり

国　庫

平均伸び率

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 3,208

計 画 の 達 成 状 況

事業効果

の推移 成果

指標

計画策定数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

■拡　　充

継　　続

目標数値を設定するのが困難なため特記事項に記載

完　　了

　地球温暖化対策の推進にかかる法律により策定が義務付けされている、地域計画
を策定し、温室効果ガス排出量の削減を推進する。

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

エコライフ推進

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

安全環境 環境政策

一般会計
特別会計

□
評価に基

づく今後

の 対 応

□

特　記　事　項

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

7,072

3,864

区　　　　　　分

□ 終期の見直し

見　直　し　額 △ 2,215

そ の 他廃　　止

□

□

千　円

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合 □□

〕　　　＝　　　〔

―

22年度

9,037

7,072

　

結果分類

企業会計
会計区分

その他

［事業内容］

　現行計画の目標年度が平成22年度であることから、国の動向を踏まえながら新たな地域計画を
策定する。

　平成23年度中に策定予定の計画ををもとに、効果的な事業を実施していく。

指標

[事業目的]

現行の「福井県地球温暖化対策地域推進計画」の目標年度が平成22年度であることから、国の新たな中期目標(1990年比25％削減）にも対応した、新たな地域計画を策定する。

－５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

2 □ ■ H21 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

18年度  19年度 20年度 21年度

6,086

8,484

7,753

6

63

21

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

事業終了
予定年度

経過年数

329.4%

［事業内容］

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

・公用車への次世代自動車の率先導入
・ＥＶ・ＰＨＶ普及推進マスタープランに基づいた次世代自動車の普及推進
・電気自動車等向けの充電設備の整備

結果分類

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

その他

△ 100.0%

事務区分

[事業目的]

　世帯当たりの自動車保有台数が日本一であり、移動手段における自動車への依存度が高い本県の現状を踏まえ、運輸部門からのＣＯ２削減が期待できる次世代自動車（電気自動車・プラグインハイブ
リッド車等）の普及を促進する。

22年度

26,133

20,561 142.4%

整理統合

〕　　　＝　　　〔

0

131

Ⅳ

Ⅰ

Ⅰ

見　直　し　額 △ 5,000

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止□

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

□

□

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

□
評価に基

づく今後

の 対 応

完　　了

平成22年度予算額

20,561

区　　　　　　分

64 204.8%

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

安全環境 環境政策 エコライフ推進

法定受託事務

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

■拡　　充

継　　続

107.9%

平均伸び率

公用車への率先導入数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

計 画 の 達 成 状 況

事業効果

の推移

電気自動車の活用回数

次世代自動車普及数成果

指標

指標

　公用車へ率先導入し、通常業務に使用するだけでなく、普及啓発を図るため、県内各イベント
での体験乗車や、小中学校での環境学習に活用している。

　次世代自動車（電気自動車等）の普及方策であるマスタープランに基づき、「ふくい次世代自
動車導入推進協議会」の構成団体とも協力しながら、次世代自動車の導入を推進していく。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

10,195

10,366

財源内訳

□

事　業
開　始
年　度

事      業      名

元気な県政

夢と誇りのふるさとづくり

国　庫

県　単

次世代（省エネ）自動車導入促進事業 含まれる事業数

－６－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

2 ■ □ H21 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ ― 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

18年度  19年度 20年度 21年度

38,111

88,511

87,193

660

2,634

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

［事業内容］

22年度

207.8%

平均伸び率

・太陽光発電・省エネ設備導入促進事業
　①太陽光発電設備のみ設置（500件）
　　補助額　３６，０００円／ｋＷ（上限１４．４万円）
　②太陽光発電と省エネ設備を併せて設置（250件）
　　補助額　太陽光設備：３６，０００円／ｋＷ
　　　　　　省エネ設備：補助率１／１０
　　補助上限：２０万円

〕　　　＝　　　〔

平成22年度予算額

企業会計
会計区分

エコライフ推進

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合

□

[事業の評価]

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

□

□ 終期の見直し

見　直　し　額

そ の 他廃　　止

□

□

完　　了

予　算　額　（単位：千円） 117,323

国　　　　　庫

□

■
評価に基

づく今後

の 対 応

　国、県、市町が協調して設置費の一部を補助していることが普及拡大につながっているものと
考えられる。

　平成22年度より、太陽光発電設備と省エネ設備を併せた設置に対する補助制度を設け、地球温
暖化防止活動を強化する。

50,000

67,323

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

安全環境 環境政策

一般会計
特別会計

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

県　単

その他

結果分類
117,323

117,323 32.6%

　地球温暖化への対策として、一般家庭への太陽光発電設備・省エネ設備の導入を促進する。

[事業目的]

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

設置件数（補助申請受付件数）

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

事業効果

の推移 太陽光設備整備容量（ｋｗ）成果

指標

指標

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

区　　　　　　分

太陽光発電・省エネ設備導入促進事業 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

事      業      名

元気な県政

夢と誇りのふるさとづくり

国　庫

その他特定財源

一　般　財　源

－７－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課

1 □ ■ H10 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 13 年 □

18年度  19年度 20年度 21年度

1,949 1,949 1,949 1,949

1,949 1,493 1,949 1,949

1,627 1,481 1,899 1,387

118 118 120 121

1,690 1,642 1,629 2,074

46,640 52,893 63,830 65,838

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

大気、水質、自然特性、イベントなど環境に関する情報を持つ環境情報総合処理システムを運用し、インターネット、地域情報ネットワークおよび行政情報ネットワークを通して環境情報を提供する。

・環境情報総合処理システム（みどりネット）の運用および保守管理
　　セキュリティサポート、データメンテナンス、携帯電話通信、インターネット通信費

[予算額および指標の推移等]

22年度

1,949

1,949

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

〕　　　＝　　　〔

千　円

□

□

7.9%

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

Ⅰ

Ⅰ

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

完　　了所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減

指標

□■

事業開始後の見直し状況

12.4% ﾄｯﾌﾟページ閲覧回数でカウント

区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

環境情報総合処理システム事業 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

0.0%

1.8%

△ 2.6%

国　庫

県　単

その他

（単位：千円）

0.8%

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

環境管理審査室安全環境 環境政策

Ⅱ

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

(地図情報＋表形式情報＋文書情報)

□拡　　充

継　　続

結果分類

特　記　事　項

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動 掲載情報件数

の推移

情報更新回数

アクセス件数成果

平均伸び率

　県民等のニーズに応えられる身近で分かりやすい情報や、行政･企業が施策の実施に当たって必
要な情報が迅速に提供されることにより、環境保全活動の推進や環境施策の総合的な推進に役
立っている。

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

1,949

　システムの適切な保守管理と環境に関する最新情報の迅速な提供を行い、より一層の活用を
図っていく。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 1,949

データベース機能改善（平成１２,１３年度）
はよやろさ温暖化防止ホームページ開設（平成１５年度）
トップページを見やすく工夫（平成１６年度）
水質事故対応支援システムホームページ開設（平成１９年度）
美しい福井の環境ホームページ開設（平成２０年度）

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

－８－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ

1 □ ■ H11 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 12 年 □

18年度  19年度 20年度 21年度

1,475 89 276 188

220 89 276 188

65 46 185 74

0 1 1 1

82.0 79.2 73.9 75.4

91.5 87.3 86.2 78.3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

17.7%

部

実行予算

補 助 金

安全環境

（単位：千円）

その他

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

エコライフ推進

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

［事業内容］

福井県庁環境マネジメントシステムの運用
（平成１８年度まではＩＳＯ１４００１推進事業）

[事業目的]

　循環に配慮した社会経済システムの構造を推進するため、県自らの活動による環境負荷の低減に努めるとともに、県として環境保全施策を着実に推進する。

163

[予算額および指標の推移等]

22年度

結果分類

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

□

□

含まれる事業数

〕　　　＝　　　〔

1

Ⅳ

Ⅱ

特　記　事　項

　平成１２年４月に本庁舎および議会庁舎で福井県庁環境マネジメントシステムの運
用を開始し、同年１１月に国際規格であるＩＳＯ１４００１の認証取得。
　平成１５年１１月に対象範囲を出先機関・教育機関等へ拡大し認証取得。
　平成１８年度から、ＩＳＯ１４００１によらない県独自のマネジメントシステムに移行。
  平成２２年度からエネルギー使用量の集計結果を省エネ法に基づく届出に使用。

Ⅲ

0.0%

千　円

□□

継　　続所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減

休　　止

整理統合

完　　了

16年度を基準年度とした各年度の使用量実績割合（％）

□■

 〕　／　整備目標

見　直　し　額

そ の 他廃　　止

□

△ 2.7%

△ 5.0%

16年度を基準年度とした各年度の使用量実績割合（％）

目標値、指標の積算根拠等

平均伸び率

国　庫

県　単

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

環境政策

そ の 他

事　業
開　始
年　度

環境マネジメントシステム事業

活動

26.3%

28.2%

163

指標

□拡　　充 終期の見直し

審査委員会開催回数

平成22年度予算額

上水道使用量（％） 集計中

集計中

計 画 の 達 成 状 況

163

　各課担当職員の報告事務を軽減するため、環境マネジメントシステムとグリー
ン購入の入力場所を22年度から共有フォルダに一元化した。

163

区　　　　　　分

事業効果

の推移 空調等燃料使用量（％）成果

予　算　額　（単位：千円）

指標

事業開始後の見直し状況

　システムの運用により、省エネ活動を強化し事務事業を執行する際の環境負荷を低減する。ま
た、外部認証機関の審査に替わるものとして設置した審査委員会を有効活用し、システムの効率
的な運用を行う。事業実施にあたっては経費の縮減に努める。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

　県庁環境マネジメントシステムについては、外部審査登録機関による認証登録を継続せず、よ
り効率的なシステムを構築し運用している。空調等燃料使用量などエネルギー使用量は基準年度
に比べて低減している。

－９－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課

3 □ ■ S46 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 40 年 ■

18年度  19年度 20年度 21年度

13,501 13,475 13,679 14,184

13,100 13,170 13,410 13,604

12,946 13,170 13,407 13,604

292 292 292 298

92 92 90 91

100 100 100 100

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

事      業      名 国　庫

県　単

海水浴場水質適合率

計 画 の 達 成 状 況

事業効果

成果の推移 環境基準達成率

14,979

ゴルフ場農薬流出実態調査の廃止（H18)
調査対象海水浴場の見直し（～H21：19箇所→H22:17箇所）

財源内訳

指標

調査地点数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

3.2%

3.5%

1.7%

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

結果分類

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

環境管理審査室

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

安全環境 環境政策

経過年数

水質監視調査事業

BOD　環境基準達成地点数／調査地点数×100（単位：％）

100

■

△ 0.4%

0.0%

評価に基

づく今後

の 対 応

完　　了

水質適合海水浴場数／調査海水浴場数×100（単位：％）

□

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

14,979

区　　　　　　分

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

見　直　し　額

そ の 他廃　　止

□

□□

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合

特　記　事　項

福井市の特例市指定（Ｈ12.11.1）
１３年度から福井市地域については福井市が実施
三位一体改革により、17年度から国庫補助金廃止、税源移譲
水質汚濁防止法に基づく義務

Ⅲ

0.7%

千　円

□

□ 終期の見直し

15,310

14,979

〕　　　＝　　　〔

Ⅱ

Ⅱ

[事業目的]

公共用水域および地下水等の水質汚濁状況の監視を行うことにより、水質汚濁の実態把握と地下水汚染の早期発見に努め、県民の健康を保護するとともに生活環境を保全することを目的とする。

[予算額および指標の推移等]

22年度

（単位：千円）

平均伸び率

・公共用水域常時監視調査
　　環境基本法第１６条で定められた環境基準項目等について水質調査を行う。（14水域80地
点）
・地下水質監視調査
　　概況調査（県内の全体的な地下水質の概況を把握）
　　汚染井戸周辺地区調査（概況調査等により、汚染が発見された場合、その汚染範囲を確認）
　　継続監視調査（汚染地区を継続的に監視するなど、経年変化を把握）
　　汚染状況詳細調査（H21～）

　　・海水浴場水質調査
　　　　主要海水浴場（17ヵ所）について水質調査を行う。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　河川では環境基準はほぼ達成されている。湖沼の環境基準達成率は、全国と同レベルの50％程度であり、
今後とも、汚染実態を把握し、その結果に基づく原因の考察とその対応等、関係機関・住民が連携して水質
保全に取り組んでいく必要がある。

　水質汚濁防止法に基づき継続して実施し、汚濁の実態把握とともに保全対策の効果の確認を行う。また、
必要に応じ、調査地点・項目・回数等の見直しを行っていく。

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

その他

［事業内容］

指標

－１０－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課

1 □ ■ S46 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 40 年 □

18年度  19年度 20年度 21年度

1,047 1,011 1,022 1,082

1,047 1,011 1,022 1,082

1,047 1,011 1,022 1,082

223 284 367 316

100 100 100 100

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

［事業内容］

（単位：千円）

1,047

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

環境管理審査室

0.1%

部

[予算額および指標の推移等]

22年度

結果分類

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

Ⅰ

・規制対象事業場への立入指導・排出水の水質検査
　工場・事業場への立入検査を行い、水質汚濁防止法に基づく届出事項、排水処理施設
の運転状況、排出水の汚染状態の自主測定記録等の確認、排水基準の適用を受ける工
場・事業場の排出水の水質検査等の取締りを実施する。
　　（規制対象工場数　３８６、水質検査工場数　１３０、立入指導工場数　１４１）

　調査内容
　　　①水質汚濁防止法に基づく届出事項
　　　②排出処理施設の運転状況
　　　③排出水の汚染状態の自主測定記録等の確認
　　　④排水基準の適用を受ける工場・事業場の排出水の検査

県　単

その他

[事業目的]

公共用水域の水質保全を図るため、規制対象事業場への立入検査を行うとともに、排出水の水質検査を実施し、排水基準の遵守状況を監視する。

1,047

□

□

工場排水取締強化事業 含まれる事業数

〕　　　＝　　　〔

　水質汚染防止法の規定に基づき、規制対象事業場への立入り指導・排出水の検査を実施し、排水基準の遵
守状況を監視している。
　県内の河川環境基準はほぼ達成されている。湖沼の環境基準達成率は、全国と同レベルの50％程度であ
り、今後とも、汚染実態を把握し、その結果に基づく原因の考察とその対応等、関係機関・住民が連携して
水質保全に取り組んでいく必要がある。

　水質汚濁防止法に基づき継続して実施し、今後とも工場への適切な指導に努めていく。

評価に基

づく今後

の 対 応

Ⅱ

14.2%

千　円

縮　　減

休　　止

整理統合

完　　了

□

継　　続 □■

□

□

BOD　環境基準達成水域数／調査水域数×100（単位：％）

 〕　／　整備目標

見　直　し　額

そ の 他廃　　止

□

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

安全環境 環境政策

そ の 他

事　業
開　始
年　度

0.1%

1.2%

目標値、指標の積算根拠等

平均伸び率

国　庫

（立入指導・水質検査）

実行予算

補 助 金

終期の見直し

事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

水質汚濁防止法第１５条第１項に基づく義務

[事業の評価]

0.0%

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

工場･事業場立入検査数活動

事業効果

の推移 違反事業場改善率成果

指標

指標

1,047

平成22年度予算額

1,047

区　　　　　　分

国　　　　　庫

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円）

その他特定財源

一　般　財　源

□拡　　充

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

－１１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課

2 ■ ■ H17 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 6 年 □

18年度  19年度 20年度 21年度

15,520 3,031 2,948 2,259

14,328 3,256 2,880 2,259

14,310 3,165 2,806 1,976

1 1 1 1

1 1 1 1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

美しい三方五湖再生事業
　　水質浄化の研究
　　　・バイオ技術による水質浄化研究（電源地域振興課）
　　　・ヨシ群落を利用した湖沼の水質改善とヨシの有効利用技術に関する研究（環境政策課）
　　　　　ヨシやヒシを原料とするバイオマスエタノール製造技術に関する研究

福井・石川湖沼水質保全連携事業
　
　　・湖沼フォーラム等を共同開催（Ｈ20福井県、Ｈ21石川県）
　　・湖沼浄化対策研究会を共同開催

湖沼水質保全対策事業 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

事      業      名 国　庫

県　単

　北潟湖や三方五湖の水質浄化を促進するため、汚濁のメカニズムや水質浄化技術の研究に取り
組んでいる。

　石川県との合同研究会を開催するなどし、引き続き、福井・石川が連携して水質浄化対策を検
討していく。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 588

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

事業効果

の推移

研究テーマ数

成果

指標

研究会の開催

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

△ 39.6%

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

0.0%

平均伸び率

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

△ 22.8%

△ 24.2%

安全環境 環境政策

一般会計
特別会計

結果分類

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

環境管理審査室

評価に基

づく今後

の 対 応

完　　了□

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

2,566

1,978

区　　　　　　分

目標数値を設定するのが困難なため特記事項に記載

□

□

千　円

休　　止

整理統合

特　記　事　項

・湖沼水質浄化技術の研究を行い、研究結果に基づく有効な対策を講じることによ
り、北潟湖、三方五湖の水質改善を図る。

■

□ 終期の見直し

Ⅱ

Ⅱ

見　直　し　額

そ の 他廃　　止

0.0%

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

□□

[事業の評価]

2,566

（単位：千円）

〕　　　＝　　　〔

1

1

企業会計
会計区分

その他

［事業内容］

指標

[事業目的]

本県の重要な湖沼である三方五湖について、関係機関が連携して水質浄化技術の研究を行うとともに、地域住民が主体となって行う環境保全活動を促進することにより、観光資源としての美しい三方五湖
の再生を図る。

[予算額および指標の推移等]

22年度

2,606

－１２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課

1 □ ■ S49 年度 □

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 37 年 ■

18年度  19年度 20年度 21年度

99,335 97,724 101,959 100,591

96,336 92,900 99,959 95,050

94,521 92,830 98,150 95,050

18 16 16 16

3 3 3 3

100 100 100 100

100 100 100 100

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

事　業
開　始
年　度

国　庫

［事業内容］

事      業      名

その他

[事業目的]

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

14

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

大気汚染の状況をテレメータにより常時監視するとともに、大気汚染の緊急時の措置等の対策を効果的に行う。

・観測局において自動測定機器で連続測定を実施
　　一般観測局２７局、自動車排出ガス測定局３局、特殊気象観測局１局
　　発生源観測局３局、移動測定局（みどり号）１局
　　測定項目：二酸化硫黄、窒素酸化物、一酸化炭素　等
・中央監視局装置等の維持管理

観測局数（県局）

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

[予算額および指標の推移等]

97,950

94,155

〕　　　＝　　　〔

Ⅱ

Ⅲ

Ⅱ

Ⅱ

法定受託事務

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

22年度

終期の見直し

△ 5.9%

特　記　事　項

大気汚染防止法に基づく義務

見　直　し　額

SO2　環境基準達成局数／測定局数×100（単位：％）

そ の 他

□

□□ 整理統合

千　円

□

完　　了

　大気汚染防止法に基づき継続して実施し、今後とも良好な大気環境の保全に努めていく。
　観測地点の見直しにより事業費の縮減に努めていく。

その他特定財源

一　般　財　源 94,155

平成１９年度に観測局の見直しを行い、２局を廃止した
平成２２年度に観測局の見直しを行い、２局を廃止した

94,155

廃　　止

NO2　環境基準達成局数／測定局数×100（単位：％）

□■

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

　大気汚染防止法の規定に基づき、県内の大気汚染の状況を把握している。
　県内の大気環境基準は達成されている。

国　　　　　庫

□

平成22年度予算額

0.0%

0.0%

0.0%ＮＯ２大気環境基準達成率 100

100

3

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

安全環境 環境政策

大気汚染常時監視測定 含まれる事業数

結果分類

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

環境管理審査室

（単位：千円）

県　単

△ 0.3%

△ 0.5%

0.3%

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

平均伸び率

評価に基

づく今後

の 対 応

事業効果

の推移

自動車排出ガス観測局数

ＳＯ２大気環境基準達成率成果

区　　　　　　分

指標

計 画 の 達 成 状 況

指標

－１３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課

2 □ ■ S52 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 34 年 □

18年度  19年度 20年度 21年度

1,996 1,996 2,048 3,038

1,996 1,964 1,964 2,933

1,859 1,964 1,964 2,630

42 56 57 57

2 2 2 4

100 100 100 100

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

発生源指導監視事業 含まれる事業数

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

2,414

区　　　　　　分

活動

　大気汚染防止法の規定に基づき、排出ガス量の多い大規模工場や苦情のあった事業所について
調査を実施し、規制基準の遵守状況を監視している。
　県内の大気環境基準は達成されている。

　大気汚染防止法に基づき継続して実施し、今後とも工場への適切な指導に努めていく。事業内
の類似事項を整理統合するなどし経費の縮減に努める。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 2,414

評価に基

づく今後

の 対 応

□

2,414

事業効果

の推移

揮発性有機化合物測定事業場数

違反事業所改善率成果

ばい煙測定項目数

■

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

7.6%

7.5%

△ 15.1%

平均伸び率

2,414

企業会計
会計区分 特別会計

拡　　充

継　　続

□

ばい煙改善項目数／排出違反項目数×100（単位：％）

その他

安全環境

結果分類

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

環境管理審査室環境政策

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

0.0%

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

一般会計

100

25.0%

計 画 の 達 成 状 況

指標

□所属の

方　針

（単位：千円）

特　記　事　項

大気汚染防止法に基づく業務

目標値、指標の積算根拠等

見　直　し　額

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

廃　　止

□

［活動指標、成果指標に対する評価］

□

□ 終期の見直し

そ の 他

 〕　／　整備目標

□

千　円

完　　了

整理統合

〕　　　＝　　　〔

54

4

Ⅰ

Ⅰ

Ⅱ

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

県　単
事　業
開　始
年　度

［事業内容］

指標

[事業目的]

ばい煙発生施設、揮発性有機化合物排出施設のうち主として排出ガス量の多い大規模工場や苦情のあった事業所を対象に、ばい煙濃度、揮発性有機化合物の濃度測定を行い、規制基準の遵守状況を調査す
る。

ばい煙発生施設
　・測定工場　　　１７工場
　・測定項目　　　ばいじん、窒素酸化物、塩化水素、硫黄酸化物、重金属類等
揮発性有機化合物排出施設
　・測定工場　　　４工場
　・測定項目　　　揮発性有機化合物

[予算額および指標の推移等]

22年度

7.5%

－１４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課

1 ■ ■ H4 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 19 年 ■

18年度  19年度 20年度 21年度

4,073 1,011 1,229 1,156

4,121 980 1,229 1,156

4,121 980 1,229 1,156

2 2 2 2

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

地球規模の環境汚染問題として、酸性雨の生態系に及ぼす影響についての解明が求められており、国および各都道府県において観測が行われている。
本県においても、酸性雨や陸水モニタリングの調査等、国設酸性雨観測所の管理運営を行っている。

・酸性雨・陸水モニタリング調査（国庫委託）
・酸性雨モニタリング調査

[予算額および指標の推移等]

22年度

1,156

1,253

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

〕　　　＝　　　〔

2

千　円

□

□

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□ □

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

完　　了

・国庫委託によるデータ収集および研究事業のため、成果の指標化が困難であり、
調査方法や結果についての研究報告書を作成し公表する。
降水量が多い日本海側においては酸性物質の降下量が多いため継続調査の必要
性が高い。

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減

指標

□■

事業開始後の見直し状況

指標化は困難

区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

酸性雨監視調査事業 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

△ 14.9%

△ 12.1%

△ 18.9%

国　庫

県　単

その他

（単位：千円）

0.0%

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

環境管理審査室安全環境 環境政策

Ⅱ

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

結果分類

特　記　事　項

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動 モニタリング調査数

の推移 成果

平均伸び率

　国が実施する酸性雨モニタリング調査等に協力し、経年のデータ収集が図られている。

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

1,253

1,167

　国の調査計画に合わせて事業を実施するとともに、本県独自の調査を行い、今後とも酸性雨の
的確な状況把握、影響の解明に努めていく。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 86

・酸性雨・陸水モニタリング調査（12年度～）
・酸性降下物の環境影響解明研究事業の実施（16年度～18年度）

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

－１５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課

2 □ ■ H17 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 6 年 ■

18年度  19年度 20年度 21年度

5,142 711 11,562 11,573

4,414 11,451 11,452 11,463

4,411 11,337 11,422 11,427

140 70 114 129

31 12 12 12

100 100 100 100

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

360.0%

部

実行予算

補 助 金

安全環境

（単位：千円）

その他

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

環境管理審査室

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

△ 20.4%

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

［事業内容］

アスベスト飛散防止の監視・指導
　　・アスベスト吹付け材等使用建築物等の立入検査
　　・アスベスト濃度測定
       （解体等工事現場：１２地点）

[事業目的]

アスベストによる環境汚染の防止や県民の健康保護および不安解消を図るため、アスベスト吹付け材等を使用した建築物の解体等工事やアスベスト製品製造工場に対し、飛散防止の監視・指導を行うとと
もに、発生源周辺および一般環境中におけるアスベスト濃度の測定を行う。

11,445

[予算額および指標の推移等]

22年度

結果分類

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

□

□

含まれる事業数

〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

特　記　事　項

○石綿健康被害救済基金拠出金については、「石綿による健康被害の救済に関す
る法律」に基づき、健康被害に苦しむ方や家族・遺族の救済に役立てるため、各都
道府県と協調して同基金に資金を拠出
　　　実施主体　（独）環境再生保全機構
○立入検査については大気汚染防止法に基づく措置

Ⅳ

Ⅱ

8.7%

千　円

□□

継　　続所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減

休　　止

整理統合

完　　了□■

 〕　／　整備目標

見　直　し　額

そ の 他廃　　止

□

0.0% 目安となる基準超過改善数／濃度測定数×100　

目標値、指標の積算根拠等

平均伸び率

国　庫

石綿健康被害救済基金拠出金（Ｈ19～Ｈ28）

県　単

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

環境政策

そ の 他

事　業
開　始
年　度

アスベスト対策事業

活動

53.2%

52.6%

11,555

指標

□拡　　充 終期の見直し

立入検査数

平成22年度予算額

100

計 画 の 達 成 状 況

1,445

大規模な解体工事が減少したことから、平成19年度以降濃度即定数を見直した。11,445

区　　　　　　分

事業効果

の推移

濃度測定数

目安となる基準超過改善率　(%)成果

予　算　額　（単位：千円）

指標

事業開始後の見直し状況

　今後とも、アスベスト使用建築物の解体作業時等の立入指導・濃度測定を実施し、県民の安
全・安心の確保に努めていく。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

10,000

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

　アスベスト使用建築物の解体作業時等における立入指導・濃度測定を実施するとともに、一般
環境中の濃度測定を実施し、環境への影響がないことを確認している。

－１６－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課

6 ■ ■ H元 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 22 年 ■

18年度  19年度 20年度 21年度

56,791 56,909 55,749 52,664

55,102 53,297 50,782 47,295

54,280 53,022 50,485 46,991

69 69 68 68

5 5 5 5

100 100 100 100

95 90 95 100

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

・化学物質対策の推進（国庫１０／１０）
　　ダイオキシン類調査研究、環境ホルモン調査研究
・ダイオキシン類常時監視
　　大気、公共用水域、地下水、底質および土壌のダイオキシン類の常時監視
・ダイオキシン類行政検査
　　排出基準適用特定事業場等のダイオキシン類および関連項目の測定
　　　　検査事業場数：大気　１２事業場、水質　２事業場

・有害大気汚染物質監視
　　環境省が示す優先取組物質のうち１３項目の環境監視
・化学物質環境汚染実態調査（環境省委託調査）
・土壌汚染監視調査
　　土壌汚染対策法（平成15年2月施行）に基づく土壌汚染状況の調査

有害化学物質環境汚染防止対策事業 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

事      業      名 国　庫

県　単

　県民の健康被害を未然に防止するため、ダイオキシン類、環境ホルモン、有害大気汚染物質等
の汚染状況を把握している。
　ダイオキシン類については、環境基準を超過している地点が見られる。

　平成12・13年度において全県的な概要を把握し、平成14年度に常時監視体制を確立した。今後
とも監視を継続し、環境汚染の防止や県民の健康保護を図っていく。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 17,367

調査結果等を踏まえた常時監視地点の見直し（１４年度～）

財源内訳

ダイオキシン水質環境基準達成率

計 画 の 達 成 状 況

事業効果

の推移

有害大気汚染物質測定地点数

ダイオキシン大気環境基準達成率成果

指標

ダイオキシン常時監視地点数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

△ 28.5%

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

0.0%

平均伸び率

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

△ 0.2%

△ 0.8%

安全環境 環境政策

一般会計
特別会計

結果分類

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

環境管理審査室

評価に基

づく今後

の 対 応

完　　了

環境基準達成地点／調査地点×100（単位：％）

□

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

52,823

35,456

区　　　　　　分

環境基準達成地点／調査地点×100（単位：％）

100

100 0.0%

1.4%

□

□

千　円

休　　止

整理統合

特　記　事　項

三位一体改革により、17年度から国庫補助金廃止、税源移譲
ダイオキシン類対策特別措置法に基づく義務

■

□ 終期の見直し

Ⅲ

Ⅱ

Ⅱ

見　直　し　額

そ の 他廃　　止

△ 0.4%

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

□□

[事業の評価]

52,823

（単位：千円）

〕　　　＝　　　〔

68

5

Ⅱ

企業会計
会計区分

その他

［事業内容］

指標

[事業目的]

ダイオキシン類や環境ホルモン等の調査研究、ダイオキシン類の常時監視等により、県内の汚染状況を調査・把握し、環境汚染の防止と県民への適切な情報提供を行う。

[予算額および指標の推移等]

22年度

56,176

－１７－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課

1 □ ■ H13 年度 □

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 10 年 ■

18年度  19年度 20年度 21年度

5,082 5,082 5,082 5,082

5,040 3,465 2,919 3,885

5,040 3,465 2,919 3,885

8 8 8 8

97.5 76.6 71.0 83.9

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

実行予算

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

環境管理審査室部

8自動車騒音観測区間数活動

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

△ 2.3%

△ 4.6%

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

指標

[事業目的]

自動車騒音の状況を把握し、適切な対策を実施することにより、地域住民の生活環境を保全する。

[予算額および指標の推移等]

22年度

4,066

〕　　　＝　　　〔

Ⅲ

結果分類

・自動車騒音常時監視
　　幹線交通を担う道路のうちから交通量が多くかつ住居系用途に供されている路線について自動車騒音の常時監視を実施

国　庫

［事業内容］

事      業      名

△ 3.5%

4,066

Ⅱ

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止
評価に基

づく今後

の 対 応

□

□□ 整理統合 廃　　止

終期の見直し

0.0%

特　記　事　項

騒音規制法に基づく義務

見　直　し　額

そ の 他

□■

千　円

□

計 画 の 達 成 状 況

　今後とも常時監視を継続し、自動車騒音の状況を把握し、調査結果をもとに防止対策等に役立
てていく。
　事業費については見直しを図る。

その他特定財源

一　般　財　源 4,066

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

　自動車騒音の監視結果等から、県内の騒音環境基準は概ね達成されている。
（19、20年度は交通量の多い路線の観測を行なったため、達成率が下がっている。）

国　　　　　庫

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

環境基準達成戸数／観測区間戸数×100

法定受託事務

安全環境 環境政策

自動車騒音監視事業 含まれる事業数

（単位：千円）

県　単
事　業
開　始
年　度

その他

△ 5.0%

平均伸び率

補 助 金

そ の 他

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

完　　了□

平成22年度予算額

4,066 平成22年度当初予算において、実績を勘案し、事業費を減額。

継　　続

区　　　　　　分

事業効果

の推移 騒音環境基準達成率成果

指標

－１８－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課

1 □ ■ H2 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 21 年 □

18年度  19年度 20年度 21年度

704 686 686 1,972

704 686 686 1,972

704 686 686 1,972

4 4 4 4

201,000 192,580 123,325 131,891

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

・クリーンアップふくい大作戦
　　年４回実施　　　　　６月上旬（環境月間）
　　（統一行動期間）　　９月上旬（ボランティア月間）
　　　　　　　　　　　　１２月上旬（不法投棄防止月間）
　　　　　　　　　　　　３月中旬（雪どけ後）
・沿道、拠点の美観創造（H21～）
　　観光地等の美観創造企画を公募し、優秀な企画（5団体程度）に対し活動経費を委託

実施方法　・県は統一行動期間を設定し、環境美化活動を促進
　　　　　・市町は、統一行動期間を中心に拠点地区を設け、自治会等が主体の美化活動を実施
　　　　　・市町は、拠点地区以外でも、自治会が中心となった居住地周辺の美化活動の実施を促進

環境保全基金事業 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

事      業      名 国　庫

県　単

　県内全域が一斉に環境美化活動を行う期間を季節毎に設定し、定期的な活動につなげ、より美
しいふるさと福井の創造に役立っている。

　県民一人ひとりの環境に対する理解と認識をより深め、自発的に環境美化活動に取り組む意識
を養うことが必要であり、今後とも継続していく。新環境基本計画に基づく「きれいなまちづく
りプロジェクト」として、沿道や拠点の美観創造、外来植物の駆除の推進なども行っていく。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

1,500

・クリーンアップふくい大作戦開始（4年度）
・環境月間 街頭キャンペーン等啓発事業の廃止（16年度）
・クリーンアップふくい大作戦の統一行動期間を年１回から年４回に拡大（17年
度）
・植樹祭を契機に「きれいなまちづくりプロジェクト」として計109団体に花の苗を配
布

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

事業効果

の推移 統一行動参加人数成果

指標

統一行動

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

40.2%

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

平均伸び率

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

40.2%

40.2%

安全環境 環境政策

一般会計
特別会計

結果分類

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

環境計画推進

評価に基

づく今後

の 対 応

完　　了□

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

1,500

区　　　　　　分

△ 11.1%

□

□

千　円

休　　止

整理統合

特　記　事　項

昭和48年度　環境月間関連事業開始
平成2年度　　環境保全基金設立

■

□ 終期の見直し

Ⅱ

Ⅳ

見　直　し　額

そ の 他廃　　止

0.0%

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

□□

[事業の評価]

1,500

1,500

（単位：千円）

〕　　　＝　　　〔

4

企業会計
会計区分

その他

［事業内容］

指標

[事業目的]

環境保全基金を造成し、地域に根ざした環境保全活動を強力に展開するための安定的財源を確保する。

[予算額および指標の推移等]

22年度

1,500

－１９－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課

1 ■ □ H22 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ H23 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □

18年度  19年度 20年度 21年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

県　単

省エネ改修工事を複合的または一体的に行う県内の民間事業者に対し経費の一部を助成する

民間事業所省エネ化推進事業 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

事      業      名

元気な県政

夢と誇りのふるさとづくり

国　庫

その他特定財源

一　般　財　源

26,481

26

CO2削減量（ｔ／年）

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

事業効果

の推移 398

国　　　　　庫

成果

指標

省エネ改修事業所数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

指標

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□

環境政策部

実行予算

補 助 金

そ の 他

環境計画推進

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

特　記　事　項

平成21年度　　グリーンニューディール基金設立
　　　　　　　　　　（平成23年度末までの期限付き）

□ 終期の見直し拡　　充

■

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

26,507

区　　　　　　分

［活動指標、成果指標に対する評価］

環境の保全・雇用機会の創出および経済の活性化に有効な事業である。

所属の

方　針 そ の 他廃　　止

□

□

千　円

□ 完　　了継　　続

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合 □□

[事業の評価]

　今年度は8事業者に対して助成を行った。他来年度も引き続き事業を実施し、業務部門における
温室効果ガス排出量の抑制を図っていく。

〕　　　＝　　　〔

8

[事業目的]

　事業所の省エネ改修工事に率先して取り組む民間事業所に助成して、工場・オフィス部門における温室効果ガスの削減を図る。

[予算額および指標の推移等]

22年度

50,327

26,507

［事業内容］

結果分類

平均伸び率

（単位：千円）

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

その他

事 業
区 分

安全環境

－２０－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課

1 ■ □ H22 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ H23 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □

18年度  19年度 20年度 21年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

県　単

財源内訳

市町が実施する施設の省エネ改修等への補助

市町グリーンニューディール基金事業補助金 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

事      業      名

元気な県政

夢と誇りのふるさとづくり

国　庫

平均伸び率

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

111,230

計 画 の 達 成 状 況

事業効果

の推移 成果

指標

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続 完　　了

平成21年度　　グリーンニューディール基金設立
　　　　　　　　　　（平成23年度末までの期限付き）

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

環境計画推進

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

安全環境 環境政策

一般会計
特別会計

■
評価に基

づく今後

の 対 応

□

特　記　事　項

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

111,230

区　　　　　　分

□ 終期の見直し

見　直　し　額

そ の 他廃　　止

□

□

千　円

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合 □□

〕　　　＝　　　〔

22年度

162,000

111,230

（単位：千円）

結果分類

企業会計
会計区分

その他

［事業内容］

環境の保全・雇用機会の創出および経済の活性化に有効な事業である。

　今年度は施設の省エネ化事業等に対して助成を行った。来年度も引き続き、市町が実施する
様々な事業に対し助成を行い、環境の保全を図っていく。

指標

[事業目的]

市町が実施するグリーンニューディール基金事業に助成し、施設の省エネ化等の環境施策をすすめる。

[予算額および指標の推移等]

－２１－


